
　  

※【 】内は、平成30・31年度保険料率算定時見込額との比較

　

　

 

1,391,922 人

1,098,457 円

被保険者数

１人当たり給付費

1,360,288 人

1,356,787 人

1,087,540 円

  公費負担分

759,085,766,548円

後期高齢者交付金
 その他の収入 ………… 1,462,845,134円

（現役世代からの支援）

　　特別高額医療費共同事業交付金
　　健診の国庫補助、滞納繰越保険料
　　▲保険料減免必要額

620,989,661,333円

【2.7％増加】

【3.8％増加】

６４万円

　※特定費用額
122,253,596,792円 市町村負担金(1/12)

費用見込額 収入見込額

61,923,135,009 円

1,528,966,296,522円
132,058,895,000円 国の調整交付金(1/12)

【3.1％増加】

130,133,040,585円　※負担対象費用額

福岡県の１人当たり旧ただし書き所得

全国の１人当たり旧ただし書き所得
※　所得係数　＝　

令和２・３年度保険料率の算定状況（第3回試算内容）

所得の伸び率

1,089,684 円

１１．１８

【第６期】
平成３０・３１年度

【第７期】
令和２・３年度

後期高齢者負担率

１．００００
０．９９７４

（R2: 1.0000　R3: 0.9949）

１１．４１

９９．４６％
53：47　（1：所得係数0.8802） 53：47　（1：所得係数0.8659）

６２万円

保険料収納必要額
 剰余金及び運営安定化基金…

県負担金(1/12)
＋高額医療交付金

1,467,043,161,513 円

９９.０％

賦課総額 約53％

8,325,174,507円 145,453,198,014円

保健事業費

予定保険料収納率

均等割と所得割の比率

賦課限度額（保険料上限額）

２か年度の財政規模 1,537,291,471,029円 【3.3％増加】

国庫負担金(3/12)
＋高額医療交付金

374,640,234,171円
給付費

所得割総額

均等割総額

10,300,000,000円

葬祭費　

賦課割合
146,242,909,727円 約47％

診療報酬審査支払手数料
【1.6％増加】

68,730,949,313円

未納リスクを考慮
その他 

予定収納率 99.46% 77,511,960,414円
特別高額医療費共同事業拠出金

（▲0.7％)

2万円

（3.2％）

１人当たり
保険料額

（軽減適用前）
105,089円

▲772円

保険料の
賦課限度額
（保険料上限

額）

62万円 64万円

105,861円

【第７期】
令和２・３年度

増　　減
（％）

保
険
料
率

均等
割額 56,085円

所得
割率

区　分
【第６期】

平成３０・３１年度

10.83％ 10.77％
▲0.06ポイント

（▲0.6％)

55,687円
▲398円

（▲0.7％)

１人当たり
保険料額

（軽減適用後）
82,509円

3,426円

（4.3％）

30・31年度被保険者実態調査(※)

79,083円

算定基礎

保険財政見通し

保険料率等

均等割額
55,687円

所得割率
10.77％

※ 均等割額と所得割率の算出については、標準システム内で計算をおこなっているため、

賦課総額 × 賦課割合 ＝ 均等割総額又は所得割総額 とはならない場合があります。

※ 被保険者実態調査とは、厚生労働省が９月３０日現在の被保険者の年齢構成、保険料収納額や所得

及び保険料賦課の状況等について調査するもの。

※

令和２・３年度保険財政見通しと保険料の概要

費 用

約１兆5,372億円
収 入

約１兆3,918億円

保険料

（１割）

約1,454億円

・給付費

・その他

・公費負担（５割）

（国・県・市町村）

・後期高齢者交付金（４割）

（現役世代からの支援）

均等割額

＋

所得割額

＝－

試算時

実績見込

試算時

実績見込

※

☆ １人当たり保険料額（軽減適用後）は、第７期では軽減特例の見直し（下表参照）の影響があるため、

増加している。

【軽減特例の見直し内容】

７割（本則）

３３万円以下 ８.５割 ７.７５割 ７割（本則）

うち、世帯の被保険者全員
の年金収入が８０万円以下
で、その他各種所得なし

９割 ８割

参　考

所得要件
第６期 第７期

平成３０年度 平成３１年度 令和２年度 令和３年度



円 ％ 円 億円

－ － －

① 33.3

1,278 0.63 － ② 64.0

① 17.1

2,832 1.01 4,464 ② 90.7

① 60.5

1,539 0.59 ▲ 71 ② 0.0

① 129.7

▲ 499 ▲ 0.30 ▲ 1,577 ② 0.0

① 88.0

② 0.0

0 ▲ 0.34 1,943 ③ 0.0

① 48.0

② 0.0

▲ 398 ▲ 0.06 3,426 ③ 55.0

〇均等割額は、剰余金・基金10億円当たり３８３円引き下げることができる（７期の試算）

〇第６期 剰余金見込み　　　約４８億円

〇運営安定化基金残高 約２２８億円（令和元年度補正予算後）

         （ただし、うち約４１億円は、第６期保険料率調整財源として使用見込み）

保険料率の推移について

保険料率

50,935

56,584

55,045

52,213

11.47

10.88

9.87

9.24

均等割額
①剰余金

②財政安定化基金

保険料抑制策
（料率算定時）

第１期
平成２０・２１年度

所得割率

74,324

－

77,140

78,717

11.17

１人当たり
保険料額

（軽減適用後）

第７期
令和２・３年度

（第３回試算）

55,687 10.77 82,509

③運営安定化基金

第２期
平成２２・２３年度

第３期
平成２４・２５年度

第４期
平成２６・２７年度

第５期
平成２８・２９年度

第６期
平成３０・３１年度

－

78,788

56,085

56,085 10.83 79,083


